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脱炭素技術、低炭素技術に対する資金供給のあり方を「技術」、「実施主体」、

「金融手法」の観点から整理し、必要な資金が供給されるための施策を検討する

革新的環境イノベーションへの資金供給のあり方｜検討の進め方

観点

事
業

金
融

整理方針

 社会実装/普及に向けた経路のパターン化
• 現状（2020年）～2050年を対象に社会実装/普及に向けた経路を整理

 テーマ・技術の選定及び有望性
• 脱炭素技術、低炭素技術に関する有望性をCO2削減ポテンシャル等で整理

 テーマ・技術ごとの実施主体を整理
• 現状でテーマ・技術に関する取り組みを整理

• 社会実装/普及に向けた経路においての実施主体の変化も考慮

 事業側の特性ごとに資金供給方法を検討
• テーマ・技術の段階や実施主体の特性を踏まえて各段階ごとに整理

 脱炭素技術、低炭素技術への資金供給に対する課題を整理
• 資金供給方法別の状況を整理し、技術の普及に向けた課題を整理

経路と実施主体で

タイプを整理

資金供給の

動向と課題

アウトプット

テーマ・技術

１

実施主体

２

金融手法

３

施
策

 脱炭素技術、低炭素技術への資金供給の課題・障壁への対策検討
• 民間資金を動員するために必要な施策を検討

• 資金供給のあり方の全体像を記載施策

４

資金供給促進ための

施策

本説明の対象
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本検討では、テーマ・技術の整理として、①マッピング、②有望性評価を実施する

革新的環境イノベーションに向けた資金供給のあり方｜検討の進め方（テーマ・技術の整理方法）

革新的環境イノベーション戦略で特定された39テーマを対象に、以下の整理を実施する

① マッピング ：39テーマについて、タイムラインごとの技術ステージに関する目標及びパス（経路）を整理する

② 有望性評価：CO2削減ポテンシャルや経済効果等が見込まれると想定されるテーマを評価する

②有望性評価

• CO2削減ポテンシャルや経済効果が大きく、日本が強みを有する

テーマを複数の評価軸を用いて評価

• テーマの特定にあたっては、複数の評価軸での評価を用いて総合的

に判断することを想定する

①マッピング

• 39テーマについて、タイムラインごとでの技術ステージに関する目標及

びパス（経路）を整理

• マッピングにおいては、対象テーマに関する取組を行う企業等の実

施主体についても整理
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設置場所の制約を克服する柔軟・軽量・高効率な太陽光発電の実現

技術テーマのマッピング（例）｜太陽光発電

現時点の

主な実施主体

（国内）

大手企業：パナソニック、シャープ、

東芝 等

ベンチャー：Enecoat Technologies

2020年 2030年 2050年

①基礎・応用研究

②技術開発

③技術実証

④社会実装

⑤普及

（出所）革新的環境イノベーション戦略、NEDO公表資料より作成 *太陽光発電量についてはIEA ETP2017の2DSにおけるSolar PVとSolar CSPの合計値.。2050年についてはさらにNEDO TSCにおける

CO2削減ポテンシャル算出時に使用された導入量の数値を参照して合計の太陽光発電量を算出。

【従来技術】

• 結晶シリコン, CIS/CIGS, CdTe

• ペロブスカイト系、次世代タンデム

型、Ⅲ-Ⅴ族系、その他複数技術

• 新しい原理に基づく太陽電池

【革新技術】

関連機器市場見込（2019）

6億円

関連機器市場見込（2030）

4,563億円

関連機器市場見込（2019）

4兆1,730億円

• 発電コスト7円/kW以下を目指す

• 2050年時点での国内累積導入量約

320ＧＷのうち革新技術が約170GW

• 2030 年ごろの社会実装

モジュール変換効率の向上

発電コストの低下（7円/kWh以下を目指す）

198 TWh/年

（2014）
2,320 TWh/年

（2030年）

太陽光発電量

（世界*）

EV、定置用蓄電池の普及、エネルギー制御システムの開発、

地域の電力インフラの整備

リユース・リサイクル技術等の開発

発電規模：11,665TWh/年

パターン１

パターン２

パターン３

有望な技術に絞り込み

約70億トンCO2削減ポテンシャル

11,665TWh/年市場 / 導入規模

15,511 TWh/年

（2050年）
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バイオマスによる原料転換技術の開発

技術テーマのマッピング（例）｜バイオマスによる原料転換技術

現時点の

主な実施主体

（国内）

大手企業：日本製紙、大王製紙等

ベンチャー：Green Earth Institute等

大学：京都大学、広島大学 等

約6.7億トンCO2削減ポテンシャル

2020年 2030年 2050年

①基礎・応用研究

②技術開発

③技術実証

④社会実装

⑤普及

（出所）革新的環境イノベーション戦略、NEDO公表資料より作成

パターン１

パターン２

パターン３

市場 / 導入規模

• 一部先行しているリグニン、セ

ルロースナノファイバ―の利用

（一部先行している項目）

【革新技術】

• 高機能素材の利用

• 新規材料の探索

• バイオマス増産手法

• 効果的な酵素・公募生産手法

【革新技術】

バイオテクノロジーを用

いた工業関連市場

（世界）

70兆円

（2030）

先行して実証段階や社会実装を

一部技術で実施
セルノースナノファイバ―は、2030年度末で

500円/kg以下を目指す

CO2削減は373万トン/年を目指す

（ ー）

サプライチェーンの構築

（原料調達、販路等の確保）

量産化技術の確立

高効率。低コスト化の実現

産業持続可能なコストでの社会実装
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カーボンリサイクル技術を用いた既存燃料と同等コストのバイオ燃料・合成燃料製造や、これら

燃料等の使用に係る技術開発

革新的環境イノベーションに向けた資金供給のあり方｜テーマ・技術の整理 ①マッピング｜バイオ燃料・合成燃料製造（航空）

約20億トンの内数２）CO2削減ポテンシャル

2020年 2030年 2050年

①基礎・応用研究

②技術開発

③技術実証

④社会実装

⑤普及

4兆円３）

（2030年）
19兆円３）

（2050年）

次世代バイオ燃料

（世界３））

パターン１

パターン２

パターン３

市場 / 導入規模

大手企業：IHI、千代田化工建設、

ユーグレナ、日本航空 等

研究機関：産業技術総合研究所等 約19兆円３）

• CO2から合成燃料までの一貫製造

プロセス確立【合成燃料】

（高効率化・低コスト化を含む）

【革新技術｜合成燃料】

• ガス化・FT合成の安定製造運転技術の確立

• ATJ技術によりバイオジェット燃料製造技術の確立

• 藻類の培養効率向上、培養方法の検討

【革新技術｜バイオ燃料】 2030年頃に実証レベルの

製造技術を確立

2040年頃に製造コストを既存のバイオエタノールと

同等（200円/L）またはそれ以下

CO2分離回収技術の確立・普及

2030年頃に商用化

バイオジェット燃料：100～200円/L

現時点の

主な実施主体

（国内１））

1）NRI公表情報調べ、２）経済産業省で試算。No.13の航空分野の電動化のCo2削減ポテンシャルも含まれる。３）NEDO TSCで試算【NRI調べ】（出所）革新的環境イノベーション戦略、NEDO等公表資料よりNRI作成
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本検討では、普及までの各技術ステージを以下のように定義する

革新的環境イノベーションに向けた資金供給のあり方｜検討の進め方（技術ステージの定義）

 本検討においては、革新的環境イノベーション戦略で示された39テーマを対象に整理を行っていくにあたり、普及までの技術ステージを

以下のように定める。

 ただし、ステージ間の境界は、明確に定まっているわけではない。

 普及に至るまでには、「技術開発」や「技術実証」を反復することもありうるが、総じて以下の経路をたどると想定する。

基礎・応用研究

• イノベーションにつながる技

術の研究・調査段階

•事業として成立するかは非

常に不確実

技術開発

•基礎・応用研究を踏まえ、

実用的な製品開発の段階

•本段階で、実用的な規模

での技術確立や商業レベル

での生産可能性を模索

技術実証

•実用化に向けて、規模の拡

大性や既存のシステムとの

互換性、市場性を実証

•対象技術の安全性・信頼

性についての確保も必要

社会実装

•実証を経て、実用レベルで

の技術確立に成功し、事

業化リスクを評価することが

可能

•事業として自立するために、

規模を拡大していく段階

普及

•経済的規模を拡大し、事

業が自立して展開される段

階

技術ステージの定義

主
な
資
金
供
給
者

技
術
ス
テ
ー
ジ
概
要

ベンチャーキャピタル

企業（顧客）

政府

投資家

銀行（融資）

プライベート・エクイティ

銀行（融資）

企業（自己資金） 企業（自己資金）企業（自己資金）

政府 政府

大学
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テーマ・技術の経路をパターン整理

革新的環境イノベーションに向けた資金供給のあり方｜テーマ・技術の整理①マッピング

 革新的環境イノベーション戦略の39テーマを対象に、現在（2020年）、2030年、2050年における技術ステージを整理し、想定され

る経路パターンを３分類

テーマ・技術の整理｜経路パターン（案）

2020年 2030年 2050年

①基礎・

応用研究

②技術開発

③技術実証

④社会実装

⑤普及

パターン１ パターン２

パターン３

P

T

1

• 現時点で社会実装がされている

テーマ・技術によっては今後より大規模に普及が

必要

P

T

2

• 2020年では、②技術開発あるいは③技術実

証段階であり、2030年には社会実装される

P

T

3

• 2020年では、①基礎・応用研究あるいは、②

技術開発段階であり、2030年以降の社会実

装が見込まれる



7Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

【参考】マッピングの見方

革新的環境イノベーションに向けた資金供給のあり方｜テーマ・技術の整理①マッピング

現時点の

主な実施主体

（国内）

CO2削減ポテンシャル

2020年 2030年 2050年

①基礎・応用研究

②技術開発

③技術実証

④社会実装

⑤普及

（市場全体）

パターン１

パターン２

パターン３

市場 / 導入規模

現時点で取組をしている

企業、大学等を公表資料から

抽出して記載

革新技術が導入されることにより

削減される世界のCO2削減量

革新技術に関連のある

世界の市場規模やその導入量

関連する産業/製品の市場規模や導入量

市場規模/導入量

の大きさイメージ

対象テーマに関連する

エコシステム等
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設置場所の制約を克服する柔軟・軽量・高効率な太陽光発電の実現

革新的環境イノベーションに向けた資金供給のあり方｜テーマ・技術の整理①マッピング｜太陽光発電

企業：パナソニック、シャープ、

東芝 等

ベンチャー：Enecoat Technologies

2020年 2030年 2050年

①基礎・応用研究

②技術開発

③技術実証

④社会実装

⑤普及

【従来技術】

• 結晶シリコン, CIS/CIGS, CdTe

• ペロブスカイト系、次世代タンデム

型、Ⅲ-Ⅴ族系、その他複数技術

【革新技術】

関連機器市場見込（2019）

6億円

関連機器市場見込（2030）

4,563億円

関連機器市場見込（2019）

4兆1,730億円

• 発電コスト7円/kW以下を目指す

• 2050年時点での国内累積導入量約

320ＧＷのうち革新技術が約170GW

• 2030 年ごろの

社会実装

モジュール変換効率の向上

発電コストの低下（7円/kWh以下を目指す）

198 TWh/年３）

（2014）
2,320 TWh/年３）

（2030年）

太陽光発電量

（世界３））

EV、定置用蓄電池の普及、エネルギー制御システムの開発、

地域の電力インフラの整備

リユース・リサイクル技術等の開発

発電規模：11,665TWh/年

パターン１

パターン２

パターン３

有望な技術に絞り込み

約70億トン２）CO2削減ポテンシャル

11,665TWh/年２）市場 / 導入規模

15,511 TWh/年３）

（2050年）

• 新しい原理に基づく太陽電池

【革新技術】

現時点の

主な実施主体

（国内１））

（出所）革新的環境イノベーション戦略、NEDO公表資料よりNRI作成 1）NRI公表情報調べ、２革新的環境イノベーション戦略（NEDO TSCで試算）。３）太陽光発電量についてはIEA ETP2017の2DSにおけるSolar PVと

Solar CSPの合計値.。2050年についてはさらにNEDO TSCにおけるCO2削減ポテンシャル算出時に使用された導入量の数値を参照して合計の太陽光発電量を算出。
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地下の超高温・高圧水による高効率発電（超臨界地熱発電）の実現

革新的環境イノベーションに向けた資金供給のあり方｜テーマ・技術の整理①マッピング｜地熱発電

企業：地熱エンジニアリング、

エヌケーケーシームレス 等

大学：北海道大学、東北大学 等

約７億トン２）CO2削減ポテンシャル

1,094 TWh/年２）

2020年 2030年 2050年

①基礎・応用研究

②技術開発

③技術実証

④社会実装

⑤普及

パターン１

パターン２

パターン３

市場 / 導入規模

（出所）革新的環境イノベーション戦略、NEDO公表資料よりNR作成 1）NRI公表情報調べ、２）革新的環境イノベーション戦略（NEDO TSCで試算）。３）2050年の発電量については、IEA ETP2017に加え

NEDO TSCにおけるCO2削減ポテンシャル算出時に使用された導入量の数値を参照して合計の地熱発電量を算出。

77 TWh/年３）

（2014年）
336 TWh/年３）

（2030年）

地熱発電量

（世界３））

1265.7 TWh/年３）

（2050年）

• 国内では10万kW級を１ヶ所以上

• 既存電力と同等のコストを目指す

発電規模：1,094TWh/年

• 実用化

（現在から20年程度）
• 発電所建設に向けた技術

‐掘削・杭井仕上げ技術

‐高耐食性材料

• 発電維持技術

‐人工貯留層造成技術

‐蒸気清浄化技術

【革新技術】

• 採掘成功率向上技術

‐資源量評価（探査・モニタリング技術）

【革新技術】

並行して技術開発

地域住民との合意形成

現時点の

主な実施主体

（国内１））

従来地熱発電にも技術を転用



10Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

厳しい自然条件に適応可能な浮体式洋上風車技術の確立

革新的環境イノベーションに向けた資金供給のあり方｜テーマ・技術の整理①マッピング｜浮体式洋上風力発電

企業：豊田通商、日立化成、日本ガイシ、

日立パワーソリューションズ、 等

約65億トン２）CO2削減ポテンシャル

10,123TWh/年

2020年 2030年 2050年

①基礎・応用研究

②技術開発

③技術実証

④社会実装

⑤普及

風力発電

（世界３））

パターン１

パターン２

パターン３

市場 / 導入規模

• 浮体式洋上風車技術

【革新技術】

※買取価格36円／kWh

• 発電コスト23円／kWh

（推進50～100mを対象）

• 発電コスト20円／kWh

• 次世代革新技術の導入量：

10,123TWh/年

• 従来の電源設備と同等の価格水準

• 着床式洋上風力

施工、維持管理、撤去等に係る技術

【革新技術】

（出所）革新的環境イノベーション戦略、NEDO公表資料よりNR作成 1）NRI公表情報調べ、２革新的環境イノベーション戦略（NEDO TSCで試算）。３）風力発電量についてはIEA ETP2017の2DSにおけるWind Onshoreと

Wind Offshoreの合計値.。2050年についてはさらにNEDO TSCにおけるCO2削減ポテンシャル算出時に使用された導入量の数値を参照して合計の風力発電量を算出。

717 TWh/年３）

（2014年）
4,314 TWh/年３）

（2030年）

15,345 TWh/年３）

（2050年）

多用途多端子直流送電システムの基盤

技術開発並行して技術開発

※コスト削減に向けた研究開発

着床式洋上風力にも活用

国内計画中の着床式洋上風力に適用される

ことで、約9,000憶円の市場規模が創出

市場規模：3兆875億円

【革新技術】

現時点の

主な実施主体

（国内１））
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再生可能エネルギーの主力電源化に資する低コストな次世代蓄電池の開発

革新的環境イノベーションに向けた資金供給のあり方｜テーマ・技術の整理①マッピング｜蓄電池

次世代蓄電池：トヨタ自動車 等

革新型蓄電池：京都大学 等

ベンチャー： Connexx、ABRI 等

( ー )CO2削減ポテンシャル

約14兆円～２）

2020年 2030年 2050年

①基礎・応用研究

②技術開発

③技術実証

④社会実装

⑤普及

（出所）革新的環境イノベーション戦略、NEDO公表資料よりNRI作成

約7.9兆円２）

（2016年）

蓄電池

（世界２））

パターン１

パターン２

パターン３

市場 / 導入規模

【革新技術】

• 全固体蓄電池

‐先進硫化物系、

または、酸化物電解質系
パターン１

パターン２

パターン３

• 革新型蓄電池：ポストLIB

（フッ化物、リチウム硫黄、金属・

空気電池、ナトリウム電池）

【革新型蓄電池】

硫化物電解質系が主流

（20年代後半）

硫化物電解質系が

研究開発を先行

先進硫化物系、または、酸化物電解質

系が主流（30年代前半）

※化学的安定性が高い

• 全固体蓄電池

‐硫化物電解質系

【革新技術】

車載用から定置用蓄電システムへの活用

約14兆円２）

（2025年）

現時点の

主な実施主体

（国内１））

1）NRI公表情報調べ、２）NEDO 「先進・革新蓄電池材料評価技術開発（第 2 期）」基本計画 【NRI調べ】

電池の高度化に必要な素材等の開発

原料の安定した調達

リユースの仕組み整備
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系統コストを抑制できるデジタル技術によるエネルギー制御システムの開発

革新的環境イノベーションに向けた資金供給のあり方｜テーマ・技術の整理①マッピング｜エネルギー制御システム

企業：NEC、東京電力 等

大学：東京大学、早稲田大学等

( ー )CO2削減ポテンシャル

( ー )

2020年 2030年 2050年

①基礎・応用研究

②技術開発

③技術実証

④社会実装

⑤普及

（出所）革新的環境イノベーション戦略、NEDO等資料よりNRI作成

8,280億ドル２）

（2026-2040年）

省エネ年間平均投資

（世界２））

パターン１

パターン２

パターン３

市場 / 導入規模

【革新技術】

• VPP・DR

‐分散型エネルギーリソースの統合制御、

電力需給バランス調整に活用する

技術・システム

• 次世代型電力制御基板技術開発

‐出力制御システム及び慣性力を確保

するための基盤技術

‐電圧・潮流の最適な制御方式

‐高圧系PCS

‐多端子直流送電システム

5,050億ドル２）

（2018-2025年）

• 2026年までにシステムとして確立

⇒2030年の国内再エネ導入

目標達成を支える

CO2削減効果：約1.25億トン

• 国内市場規模35憶円

（2018年度）

• 国内市場規模192憶円

（2030年度）

EV、定置用蓄電池の普及

再生可能エネルギーの導入拡大

【革新技術】

現時点の

主な実施主体

（国内１））

1）NRI公表情報調べ、２）IEA WEO 2019【NRI調べ】
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高効率・低コストなパワーエレクトロニクス技術等の開発

革新的環境イノベーションに向けた資金供給のあり方｜テーマ・技術の整理①マッピング｜次世代パワエレ

企業：三菱ケミカル、三菱電機、

日本製鋼所、住友電気工業 等

大学：名古屋大学、筑波大学 等

約14億トン２）CO2削減ポテンシャル

4,602 TWh/年２）*

2020年 2030年 2050年

①基礎・応用研究

②技術開発

③技術実証

④社会実装

⑤普及

（出所）革新的環境イノベーション戦略、NEDO公表資料よりNRI作成

パターン１

パターン２

パターン３

市場 / 導入規模

*電力削減量（世界）

• 次世代パワー半導体材料

（窒化ガリウム、炭化ケイ素等）

• 受動素子、周辺材料

【革新技術】

• パワエレ関連市場：20兆円

（2030年度）

• 高性能化、低コスト化
• 世界電力削減量：4,602TWh/年

• 国内での電力削減量：74.36TWh

‐家電（エアコン、冷蔵庫） ：3.16TWh

‐ハイブリッド自動車/電気自動：64.86TWh

‐産業機器インバーター代替 ：1.1TWh

‐コンピューター関連 ：0.91TWh

‐無停電電源装置 ：0.1TWh

‐分散電源用インバータ ：0.58TWh

‐インバータ化率向上 ：3.65TWh

次世代パワーモジュールの応用に

関する研究開発を実施

現時点の

主な実施主体

（国内１））

1）NRI公表情報調べ、２）革新的環境イノベーション戦略（NEDO TSCで試算） ３）IEA the future of petrochemical 【NRI調べ】
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製造：CO2フリー水素製造コスト 1/10 の実現

革新的環境イノベーションに向けた資金供給のあり方｜テーマ・技術の整理①マッピング｜水素

企業：東芝エネルギーシステムズ、

旭化成、東レ、等

約60億トン２）CO2削減ポテンシャル

( ー )

2020年 2030年 2050年

①基礎・応用研究

②技術開発

③技術実証

④社会実装

⑤普及

（出所）革新的環境イノベーション戦略、NEDO公表資料よりNR作成 1）NRI公表情報調べ、２）Hydrogen scaling up（Hydrogen Council, November 2017 ）運輸部門、産業部門、発電部門等での水素利用を前提に

された値。【NRI調べ】

パターン１

パターン２

パターン３

市場 / 導入規模

• 化石燃料を使った水素製造

‐メタンの直接分解による水素製造

• 再エネ利用水素製造

‐アルカリ形水電解

‐固体高分子形水電解

【革新技術】

• 再エネ利用水素製造

‐アニオン交換膜形水電解

‐固体酸化物形水電解

【革新技術】

天然ガス、褐炭等を改質する水素製造

技術開発により2030年頃の商用規模

（30万 t）のサプライチェーン構築に貢献

再エネ利用水素製造でも2032年頃の

商用化を目指す

※複数の競合技術を並行して研究し、

ステージゲートで絞り込む

水素利用の拡大

（電力・交通・産業・家庭分野で活用）

CCS技術の進展、水素貯蔵・運搬技術の確立

国内では最大1,000万t + @

※発電消費量に依存

水素供給コスト：20円/Nm3

世界のエネルギー消費量の18％

現時点の

主な実施主体

（国内１））

約275兆円２）

（2050年）
水素関連市場

（世界２））
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輸送・貯蔵：圧縮水素、液化水素、有機ハイドライド、アンモニア、水素吸蔵合金等の輸送・

貯蔵技術の開発

革新的環境イノベーションに向けた資金供給のあり方｜テーマ・技術の整理①マッピング｜水素

企業：川崎重工業、岩谷産業、

千代田化工 等

CO2削減ポテンシャル

2020年 2030年 2050年

①基礎・応用研究

②技術開発

③技術実証

④社会実装

⑤普及

（出所）革新的環境イノベーション戦略、NEDO公表資料よりNR作成 1）NRI公表情報調べ、 、 ２）Hydrogen scaling up（Hydrogen Council, November 2017 ）運輸部門、産業部門、発電部門等での水素利用を前提

にされた値【NRI調べ】

パターン１

パターン２

パターン３

市場 / 導入規模

• 高効率水素液化技術

• 極低温環境対応材料

• 新規キャリア物質・プロセス

【革新技術】

• 圧縮水素

• 液化水素

• 有機ハイドライド

【革新技術】

• アンモニア

• 水素吸蔵合金

2030年頃の商用規模（30万 t｜国内）の

サプライチェーン構築（30円/Nm3）

水素供給コスト：~20円/Nm3を

目標としつつ、環境価値を含めて

従来エネルギーと遜色のない水準

まで低減させていくことを目指す

(2040年以降)

輸送・貯蔵の高効率化の

ための新たな技術開発

水素周辺インフラ市場規模：

40兆円（世界）

現時点の

主な実施主体

（国内１））

約275兆円２）

（2050年）
水素関連市場

（世界２））

約60億トン２）

( ー )
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利用・発電：低コスト水素ステーションの確立

革新的環境イノベーションに向けた資金供給のあり方｜テーマ・技術の整理①マッピング｜水素

企業：JXTGエネルギー、岩谷産業、

日本エア・リキード、東京ガス等

CO2削減ポテンシャル

2020年 2030年 2050年

①基礎・応用研究

②技術開発

③技術実証

④社会実装

⑤普及

パターン１

パターン２

パターン３

市場 / 導入規模

• 水素ステーション低コスト化

‐次世代充填技術

‐大容量・軽量容器の開発

‐液化ポンプの開発

‐高容量、高耐久な水素貯蔵材

‐冷熱の最大活用技術

【革新技術】

• 水素ステーション

【従来技術】

国内100~160箇所

2020年後半年までに

事業の自立化

320箇所（2025年）

燃料電池モビリティの基礎的なインフラ網の構築

燃料電池及びFCVの拡大

整備費2億円以下、運

営費を現行の半分以下

規制の見直しを実施

水素周辺インフラ：40兆円

（世界）

現時点の

主な実施主体

（国内１））

（出所）革新的環境イノベーション戦略、NEDO公表資料よりNR作成 1）NRI公表情報調べ、 ２）Hydrogen scaling up（Hydrogen Council, November 2017 ）運輸部門、産業部門、発電部門等での水素利用を前提に

された値【NRI調べ】

約275兆円２）

（2050年）
水素関連市場

（世界２））

約60億トン２）

( ー )

規制の見直しを実施
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利用・発電：低NOx水素発電の技術開発

革新的環境イノベーションに向けた資金供給のあり方｜テーマ・技術の整理①マッピング｜水素

企業：三菱日立パワーシステムズ、

川崎重工業 等

CO2削減ポテンシャル

( ー )

2020年 2030年 2050年

①基礎・応用研究

②技術開発

③技術実証

④社会実装

⑤普及

パターン１

パターン２

パターン３

市場 / 導入規模

【革新技術】

• 水素発電

‐低Noxで高効率な燃焼器

‐脱水素反応

商用化実現（2030年）

17 円/kWh

※水素供給コストが

30円/Nm3程度

安定的かつ低価格な水素供給

12 円/kWh

※水素供給コストが20円/Nm3

世界：529.3～1,587.9kWh/年２）

現時点の

主な実施主体

（国内１））

（出所）革新的環境イノベーション戦略、NEDO公表資料よりNR作成 1）NRI公表情報調べ、２）Hydrogen scaling up（Hydrogen Council, November 2017 ）運輸部門、産業部門、発電部門等での水素利用による削

減量。【NRI調べ】

約60億トン２）

約275兆円２）

（2050年）
水素関連市場

（世界２））
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安全性等に優れた原子力技術の追求

革新的環境イノベーションに向けた資金供給のあり方｜テーマ・技術の整理①マッピング｜原子力

大手企業、ベンチャー企業、

電力中央研究所、

日本原子力研究開発機構 等

CO2削減ポテンシャル

2020年 2030年 2050年

①基礎・応用研究

②技術開発

③技術実証

④社会実装

⑤普及

（出所）革新的環境イノベーション戦略等公表資料よりNRI作成

パターン１

パターン２

パターン３

市場 / 導入規模

( ー )

( ー )

原子力発電

（世界２））

2,535 TWh/年

（2014）
4,719 TWh/年

（2030年）

9,932 TWh/年

（2050年）

【革新技術】

【革新技術】

• 軽水炉の一層安全性等の向上

に資する技術開発を進める

• 安全性・経済性・機動性に優れた炉の

追求、バックエンド問題の解決

現時点の

主な実施主体

（国内１））

1）NRI公表情報調べ、２）原子力発電量はIEA ETP2017 ２DSの値 【NRI調べ】

原子力イノベーションの推進

• 高速炉

• 高温ガス炉

• 溶融塩炉

• 加速器を用いた核種変換

• 軽水炉の安全性向上技術

• 小型モジュール軽水炉
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核融合エネルギー技術の実現

革新的環境イノベーションに向けた資金供給のあり方｜テーマ・技術の整理①マッピング｜原子力

量子科学技術研究開発機構
CO2削減ポテンシャル

2020年 2030年 2050年

①基礎・応用研究

②技術開発

③技術実証

④社会実装

⑤普及

（出所）革新的環境イノベーション戦略等公表資料よりNRI作成

パターン１

パターン２

パターン３

市場 / 導入規模

5.9億トン２）

( ー )

原子力発電

（世界３））

2,535 TWh/年

（2014）
4,719 TWh/年

（2030年）

9,932 TWh/年

（2050年）

• プラズマ制御

• 炉工学

• 材料開発

• 三重水素生産

• 学術研究

【革新技術】

• 原型炉（DEMO）への移行判断

（2030年代）

国際熱核融合実験炉（ITER）計画及び

幅広いアプローチ（BA）活動を推進

• 実用化への準備完了

現時点の

主な実施主体

（国内１））

1）NRI公表情報調べ、２）革新的環境イノベーション戦略（量子科学技術研究開発機構で試算）。３）IEA ETP2017. 【NRI調べ】
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CCUS／カーボンリサイクルの基盤となる低コストなCO2分離回収技術の確立

革新的環境イノベーションに向けた資金供給のあり方｜テーマ・技術の整理①マッピング｜ CCUS

2020年 2030年 2050年

①基礎・応用研究

②技術開発

③技術実証

④社会実装

⑤普及

パターン１

パターン２

パターン３

固体吸収材：川崎重工業、RITE 等

CO2分離膜：日本ガイシ、住友化学等

プラント：川崎重工業、日揮 等

約80億トンの内数２）CO2削減ポテンシャル

8,000億円市場 / 導入規模

• CO2分離回収コスト：

1,000円/t-CO2を目指す

• CO2回収量：約80億トン

CCUSでのCO2回収規模：約80億トン２）

• 固体吸収材

• CO2分離膜

【革新技術】

• CCUS市場規模：21,488億円

（2026年）

• CCUS市場規模：3,194億円

（2017年）

化学品、液体燃料、コンクリート製品への供給

• CO2回収コスト：

4,000円程度/tCO2（化学吸収法）

2,000円程度/tCO2（物理吸収法）

※物理吸収法は、実証試験中

現時点の

主な実施主体

（国内１））

1）NRI公表情報調べ、２）革新的環境イノベーション戦略（NEDO TSCで試算）。No.39DACのCO2削減ポテンシャルを含む。NRI調べ】

（出所）革新的環境イノベーション戦略、NEDO等公表資料よりNRI作成
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自動車、航空機等の電動化の拡大（高性能蓄電池等）と環境性能の大幅向上

革新的環境イノベーションに向けた資金供給のあり方｜テーマ・技術の整理①マッピング｜高性能蓄電池（自動車）

次世代蓄電池：トヨタ自動車 等

革新型蓄電池：京都大学 等

ベンチャー： Connexx、ABRI 等

約60億トン２）CO2削減ポテンシャル

約6.6兆円以上市場規模

2020年 2030年 2050年

①基礎・応用研究

②技術開発

③技術実証

④社会実装

⑤普及

（出所）革新的環境イノベーション戦略、NEDO、IEA等公表資料よりNRI作成

4.6%３）

（2020年）

21%３）

（2030年）

電動化率

（世界３））

78.8%３）

（2050年）

車載用蓄電池（2016）

1.4兆円

車載用蓄電池（2025）

6.6兆円

硫化物電解質系が主流

（20年代後半）

EVバッテリーの市場シェア

次世代蓄電池8~9割程度

EVバッテリーの市場シェア

次世代蓄電池：5割

革新型蓄電池：5割

現時点の

主な実施主体

（国内１））

1）NRI公表情報調べ、２）革新的環境イノベーション戦略（経済産業省で試算）３）IEA ETP 2017【NRI調べ】

パターン１

パターン２

パターン３

【革新技術】

• 全固体蓄電池

‐先進硫化物系、

または、酸化物電解質系
パターン１

パターン２

パターン３

• 革新型蓄電池：ポストLIB

（フッ化物、リチウム硫黄、金属・

空気電池、ナトリウム電池）

【革新型蓄電池】

硫化物電解質系が

研究開発を先行

• 全固体蓄電池

‐硫化物電解質系

【革新技術】

先進硫化物系、または、酸化物電解質

系が主流（30年代前半）

※化学的安定性が高い

電池の高度化に必要な素材等の開発

原料の安定した調達

リユースの仕組み整備
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自動車の電動化の拡大（高性能蓄電池等）と環境性能の大幅向上（素材）

革新的環境イノベーションに向けた資金供給のあり方｜テーマ・技術の整理①マッピング｜自動車の電動化（素材）

新構造材料技術研究組合

（ISMA）

マツダ、川崎重工、JFEスチール等

約60億トン２）CO2削減ポテンシャル

（ - ）

2020年 2030年 2050年

①基礎・応用研究

②技術開発

③技術実証

④社会実装

⑤普及

（出所）革新的環境イノベーション戦略、NEDO公表資料よりNRI作成

パターン１

パターン２

パターン３

市場 / 導入規模

2030年度度において約373.8万トン/年の

CO2排出量削減を目指す

2022年までに

実証完了

2022年までに量産化に

資する要素技術の開発

【革新技術】

• 高強度材料開発

‐ハイテン

‐CFRP

‐アルミニウム

‐マグネシウム等

【協調領域】

ISMAで知財共有・相互利用

【競争領域】

関係各社が独自に研究開発

各社による採用

現時点の

主な実施主体

（国内１））

4.6%３）

（2020年）

21%３）

（2030年）

電動化率

（世界３））

78.8%３）

（2050年）

1）NRI公表情報調べ、２）革新的環境イノベーション戦略（経済産業省で試算）３）IEA ETP 2017【NRI調べ】
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自動車、航空機等の電動化の拡大（高性能蓄電池等）と環境性能の大幅向上

革新的環境イノベーションに向けた資金供給のあり方｜テーマ・技術の整理①マッピング｜高性能蓄電池（航空機）

企業：航空機電動化（ECLAIR）コ

ンソーシアム 等

※企業、大学、研究機関が会員

約20億トン２）CO2削減ポテンシャル

2020年 2030年 2050年

①基礎・応用研究

②技術開発

③技術実証

④社会実装

⑤普及

（出所）革新的環境イノベーション戦略、NEDO公表資料よりNRI作成

パターン１

パターン２

パターン３

市場 / 導入規模

• モーター

• 蓄電池

• パワエレ

• 装備品等

【革新技術】 電池の高度化に必要な素材等の開発

原料の安定した調達

リユース・リサイクルの仕組み整備

技術リスクが少ない小型航空の電動化の実装

（2020年代）

細胴機エンジンを部分的電動化（2030年代）

2040年代以降に大型の旅客機の

エンジン電動化

現時点の

主な実施主体

（国内１））

1）NRI公表情報調べ、２）革新的環境イノベーション戦略（経済産業省で試算） ３）IEA ETP 2017【NRI調べ】
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燃料電池システム、水素貯蔵システム等水素を燃料とするモビリティの確立

革新的環境イノベーションに向けた資金供給のあり方｜テーマ・技術の整理①マッピング｜燃料電池システム

企業：トヨタ自動車、本田技研工業、

いすゞ自動車、三菱ふそう、

日野自動車 等

約60億トン２）CO2削減ポテンシャル

約12.6兆円～３）

2020年 2030年 2050年

①基礎・応用研究

②技術開発

③技術実証

④社会実装

⑤普及

（出所）革新的環境イノベーション戦略、NEDO公表資料よりNRI作成 1）NRI公表情報調べ、２）Hydrogen scaling up（Hydrogen Council, November 2017 ）運輸部門、産業部門、発電部門等での水素利用による削

減量。３）NEDO「燃料電池等利用の飛躍的拡大に向けた共通課題解決型産学官連携研究開発事業」基本計画【NRI調べ】

パターン１

パターン２

パターン３

市場 / 導入規模

約12.6兆円３）

（2040年）

FCV

（市場全体３））

3.4兆円３）

（2035年）

【従来技術】

FCEV車

【革新技術】

• 燃料電池システム

‐低白金触媒、電解質膜

• 水素貯蔵システム

‐拡散層、炭素繊維等

2025年頃にはFCVと

HV車との価格差を70

万円

FCV国内80万台（目標）

FCバス：1,200台（目標）

フォークリフト：1万台（目標）

船舶への実装も検討

（燃料電池船を含む）

燃料電池：約2万円/kW

水素貯蔵：約70万円/kW

燃料電池：約0.5万円/kW

水素貯蔵：約30万円/kW

燃料電池モビリティの拡大

現時点の

主な実施主体

（国内１））
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カーボンリサイクル技術を用いた既存燃料と同等コストのバイオ燃料・合成燃料製造や、これら

燃料等の使用に係る技術開発

革新的環境イノベーションに向けた資金供給のあり方｜テーマ・技術の整理①マッピング｜合成燃料製造（自動車）

企業：千代田化工建設、ユーグレナ、

IHI、電源開発、出光興産等

研究機関：産業技術総合研究所等

約60億トンの内数２）CO2削減ポテンシャル

( ー )

2020年 2030年 2050年

①基礎・応用研究

②技術開発

③技術実証

④社会実装

⑤普及

パターン１

パターン２

パターン３

市場 / 導入規模

• CO2から合成燃料までの一貫製造

プロセス確立【合成燃料】

（高効率化・低コスト化を含む）

【革新技術】

2030年頃に実証レベルの

製造技術を確立

2040年頃に製造コストを既存のバイオエタノールと

同等（200円/L）またはそれ以下

CO2分離回収技術の確立・普及

現時点の

主な実施主体

（国内１））

1）NRI公表情報調べ、２）革新的環境イノベーション戦略（経済産業省で試算）No.13の自動車を対象としたCO2削減ポテンシャルが含まれる【NRI調べ】（出所）革新的環境イノベーション戦略、NEDO等公表資料よりNRI作成
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カーボンリサイクル技術を用いた既存燃料と同等コストのバイオ燃料・合成燃料製造や、これら

燃料等の使用に係る技術開発

革新的環境イノベーションに向けた資金供給のあり方｜テーマ・技術の整理①マッピング｜バイオ燃料・合成燃料製造（航空）

約20億トンの内数２）CO2削減ポテンシャル

2020年 2030年 2050年

①基礎・応用研究

②技術開発

③技術実証

④社会実装

⑤普及

4兆円３）

（2030年）
19兆円３）

（2050年）

次世代バイオ燃料

（世界３））

パターン１

パターン２

パターン３

市場 / 導入規模

企業：IHI、千代田化工建設、

ユーグレナ、日本航空 等

研究機関：産業技術総合研究所等 約19兆円３）

• CO2から合成燃料までの一貫製造

プロセス確立【合成燃料】

（高効率化・低コスト化を含む）

【革新技術｜合成燃料】

• ガス化・FT合成の安定製造運転技術の確立

• ATJ技術によりバイオジェット燃料製造技術の確立

• 藻類の培養効率向上、培養方法の検討

【革新技術｜バイオ燃料】 2030年頃に実証レベルの

製造技術を確立

2040年頃に製造コストを既存のバイオエタノールと

同等（200円/L）またはそれ以下

CO2分離回収技術の確立・普及

2030年頃に商用化

バイオジェット燃料：100～200円/L

現時点の

主な実施主体

（国内１））

（出所）革新的環境イノベーション戦略、NEDO等公表資料よりNRI作成 1）NRI公表情報調べ、２）革新的環境イノベーション戦略（経済産業省で試算） No.13の航空分野の電動化のCO2削減ポテンシャルも含まれる。

３）次世代バイオ燃料分野の技術戦略策定に向けて（NEDO TSCで試算）【NRI調べ】
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カーボンリサイクル技術を用いた既存燃料と同等コストのバイオ燃料・合成燃料製造や、これら

燃料等の使用に係る技術開発

革新的環境イノベーションに向けた資金供給のあり方｜テーマ・技術の整理①マッピング｜その他燃料の使用（船舶）

現時点の

主な実施主体

（国内１））

約26億トンの内数２）CO2削減ポテンシャル

2020年 2030年 2050年

①基礎・応用研究

②技術開発

③技術実証

④社会実装

⑤普及

（出所）革新的環境イノベーション戦略、NEDO等公表資料よりNRI作成 1）NRI公表情報調べ、２）革新的環境イノベーション戦略（国土交通省で試算）、３）国土交通省「国際海運のゼロエミッションに向けたロードマップ

（2020年3月）」【NRI調べ】

パターン１

パターン２

パターン３

市場 / 導入規模

企業：電源開発、千代田化工建設、

IHI、ユーグレナ、出光興産 等

研究機関：産業技術総合研究所等 ( ー )

• 船舶での次世代燃料の使用に係

る技術

【革新技術】

CO2分離回収技術の確立・普及

GHG削減戦略の目標達成を可能とするシナリオとしては、

LNG→カーボンリサイクルメタン移行シナリオ及び

水素・アンモニア燃料拡大シナリオの２つが提示されている。３）
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水素還元製鉄技術等による「ゼロカーボン・スチール」の実現

革新的環境イノベーションに向けた資金供給のあり方｜テーマ・技術の整理①マッピング｜鉄鋼

2020年 2030年 2050年

①基礎・応用研究

②技術開発

③技術実証

④社会実装

⑤普及

パターン１

パターン２

パターン３

粗鋼生産予測

（世界３））

大手鉄鋼メーカーによる共同実施
CO2削減ポテンシャル

（ ー ）市場規模

• COURSE50

（高炉法による水素還元

（所内水素））

【革新技術】

• Super COURSE50

（高炉法による水素還元

（外部水素））

【革新技術】

• 水素還元製鉄

（高炉法を用いない水素還元等）

• CCS、CCU

【革新技術】

2050年以降に水素還元製鉄

も導入

2030年頃に初号機１基を実用化

水素供給コスト20円/Nm3という目標を更に下回る水準で

CO2フリー水素を安定的かつ大量に供給されることが必要

（出所）革新的環境イノベーション戦略、NEDO等公表資料よりNRI作成 1）NRI公表情報調べ、２）革新的環境イノベーション戦略（NEDO TSCで試算）（CCUSを含む）、３）日本鉄鋼連盟長期温暖化対策ビジョン

【NRI調べ】

16.2億トン３）

2015年

26.8億トン３）

2050年

約38億トン２）現時点の

主な実施主体

（国内１））
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金属等の高効率リサイクル技術の開発

革新的環境イノベーションに向けた資金供給のあり方｜テーマ・技術の整理①マッピング｜金属等リサイクル

企業：大栄環境、リーテム、DOWA、

UACJ、神戸製鋼、その他研究機関

大学：京都大学、大阪大学等

約1.2億トン２）CO2削減ポテンシャル

（ ー ）

2020年 2030年 2050年

①基礎・応用研究

②技術開発

③技術実証

④社会実装

⑤普及

（出所）革新的環境イノベーション戦略、NEDO公表資料よりNR作成

パターン１

パターン２

パターン３

市場 / 導入規模

• 廃製品・廃部品自動選別技術開発

• 高効率なリサイクル技術

• 廃製品リサイクルの動静脈

情報連携システムの開発

• ハイエントロピーの合金化

【革新技術】

自動・自律型リサイクルプラント

（廃製品・廃部品の自動選別技術）

金属資源の高効率製錬技術の実用化

（2025年）

国内で再資源化されていなかった

1,000億円をあらたに資源化

動静脈連携・システムの構築

中間処理コスト1/2

レアメタル製錬コスト1/2~1/3

現時点の

主な実施主体

（国内１））

1）NRI公表情報調べ、２）革新的環境イノベーション戦略（NEDO TSCで試算）【NRI調べ】
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プラスチック等の高度資源循環技術の開発

革新的環境イノベーションに向けた資金供給のあり方｜テーマ・技術の整理①マッピング｜プラスチックリサイクル（リサイクル）

企業：旭化成、ライオン、花王等

大学・研究機関：東京大学、東北

大学、福岡大学、産総研等

約3.2億トン２）CO2削減ポテンシャル

0.4 ~ 1.2億t/年２）

2020年 2030年 2050年

①基礎・応用研究

②技術開発

③技術実証

④社会実装

⑤普及

（出所）革新的環境イノベーション戦略、NEDO公表資料よりNR作成

パターン１

パターン２

パターン３

市場 / 導入規模

約 4 億トン３）

（2020年）
約 5 億トン３）

（2030年）

プラスチック生産量

（世界３））

約 6 億トン３）

（2050年）

• 廃プラスチックの高度選別プロセス

• 高度物性再生マテリアルリサイクル技術

• プラスチックの化学原料化再生プロセス

• 高効率エネルギー循環システム

【革新技術】

2035年までに使用済みプラスチックを

100%リユース、リサイクル

国際的にはすべてのプラスチックを2040円までに100％回収

2030年までに容器包装の6割をリユース・リサイクル

これまで再資源化されていなかった廃プラスチックのリサイクル

‐約86万トン：マテリアルリサイクル

‐約87万トン：ケミカルリサイクル

‐約108万トン：高効率エネルギー回収利用

動静脈連携・システムの構築

現時点の

主な実施主体

（国内１））

1）NRI公表情報調べ、２）革新的環境イノベーション戦略（NEDO TSCで試算）３）IEA the future of petrochemical 【NRI調べ】
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人工光合成を用いたプラスチック製造

革新的環境イノベーションに向けた資金供給のあり方｜テーマ・技術の整理①マッピング｜人工光合成を用いたプラスチック製造

企業：ARPChem、日本製鉄 等

大学：東京大学、富山大学 等

約15億トン２）CO2削減ポテンシャル

（ ー ）

2020年 2030年 2050年

①基礎・応用研究

②技術開発

③技術実証

④社会実装

⑤普及

パターン１

パターン２

パターン３

市場 / 導入規模

約 4 億トン３）

（2020年）
約 5 億トン３）

（2030年）

プラスチック生産量

（世界３））

約 6 億トン３）

（2050年）

• 水素製造システム（メタン改質）

【革新技術】

• 水素製造システム

‐水電解、人工光合成

‐プロセス要素

• プラスチック製造

‐CO2と水素から基幹化学品製造

【革新技術】

2021年から実証に着手

メタンを水素源とした

基幹化学品製造技術を

先に社会実装
2030年までに技術を確立

2030年時点で250万トン/年を製造

‐オレフィン約3,500憶円分相当

‐約868万トンのCO2削減

※単独オレフィンの高収率化製造技術

により約147万トンのCO2削減

2050年までに化石燃料由来基幹化学品と

同等コスト（製造コストを1/10以下）

⇒100円/kg（エチレン）

現時点の

主な実施主体

（国内１））

1）NRI公表情報調べ、２）革新的環境イノベーション戦略（NEDO TSCで試算）、３）IEA the future of petrochemical 【NRI調べ】

（出所）革新的環境イノベーション戦略、NEDO等公表資料よりNRI作成
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製造技術革新・炭素再資源化による機能性化学品製造の実現

革新的環境イノベーションに向けた資金供給のあり方｜テーマ・技術の整理①マッピング｜連続精密生産

企業：東京理化器械、東和薬品、

富士フイルム等、大学：東京大学等

研究機関：産業技術総合研究所

（ ー ）CO2削減ポテンシャル

（ ー ）

2020年 2030年 2050年

①基礎・応用研究

②技術開発

③技術実証

④社会実装

⑤普及

（出所）革新的環境イノベーション戦略、NEDO公表資料よりNR作成

16.2兆円２）

（2015年）
36兆円２）

（2030年）

パターン１

パターン２

パターン３

市場 / 導入規模

• 触媒開発

• 連続反応開発

• 連続分離精製・抽出開発

（膜分離）

【革新技術】

2025年までに連続精密生産技術を確立

獲得市場規模：3.6兆円（国内）

CO2削減：491万トン/年（国内）

廃棄物削減：144万トン/年（国内）

CO2削減：1,170万トン/年（国内）

廃棄物削減：289万トン/年（国内）

現時点の

主な実施主体

（国内１））

1）NRI公表情報調べ、２）機能性化学品製造プロセス分野の技術戦略策定に向けて（NEDO TSCで試算） 【NRI調べ】

有機合成によって

製造される機能性

化学品市場

（世界２））



33Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

製造技術革新・炭素再資源化による機能性化学品製造の実現

革新的環境イノベーションに向けた資金供給のあり方｜テーマ・技術の整理①マッピング｜含む酸素化合物製造

企業：

旭化成、日本製鉄、東ソー 等

CO2削減ポテンシャル

2020年 2030年 2050年

①基礎・応用研究

②技術開発

③技術実証

④社会実装

⑤普及

（出所）革新的環境イノベーション戦略、NEDO公表資料よりNR作成 1）NRI公表情報調べ、２）革新的環境イノベーション戦略（NEDO TSCで試算）、３）機能性化学品製造プロセス分野の技術戦略策定に向けて

（NEDO TSCで試算） 【NRI調べ】

パターン１

パターン２

パターン３

市場 / 導入規模

【革新技術】

• 触媒開発

• 革新的CO2分離回収

• 省エネプロセス

• バイオ原料などの活用

～１億トン２）

短期的に実現可能な

ポリカーボネートの実用化 既存の製品と同等のコスト

300～500円程度/kgを目指す

更なる低価格化

ポリカーボネート以外の実用化

（ ー ）

現時点の

主な実施主体

（国内１））

16.2兆円３）

（2015年）
36兆円３）

（2030年）

有機合成によって

製造される機能性

化学品市場

（世界３））
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製造技術革新・炭素再資源化による機能性化学品製造の実現

革新的環境イノベーションに向けた資金供給のあり方｜テーマ・技術の整理①マッピング｜バイオものづくり

大学、研究機関、化学/食品/プラン

トメーカー等

25億トン２）CO2削減ポテンシャル

2020年 2030年 2050年

①基礎・応用研究

②技術開発

③技術実証

④社会実装

⑤普及

（出所）革新的環境イノベーション戦略、NEDO公表資料よりNR作成 1）NRI公表情報調べ、２）革新的環境イノベーション戦略（NEDO TSCで試算）３）機能性化学品製造プロセス分野の技術戦略策定に向けて

（NEDO TSCで試算） 【NRI調べ】

パターン１

パターン２

パターン３

市場 / 導入規模

• バイオファウンドリ基盤技術

• 未開発バイオ資源活用技術

【革新技術】

バイオエコノミー市場（ 7兆円規模｜）の形成に貢献

CO2削減：367万トン/年

酵素や微生物探索技術の開発

生産プロセスのバイオファンドリを整備

現時点の

主な実施主体

（国内１）） （ ー ）

有機合成によって

製造される機能性

化学品市場

（世界３））

16.2兆円３）

（2015年）
36兆円３）

（2030年）
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低コストメタネーション（CO2と水素からの燃料製造）技術の開発

革新的環境イノベーションに向けた資金供給のあり方｜テーマ・技術の整理①マッピング｜メタネーション

企業：東京ガス、INPEX、日立造船

等

約11億トン２）CO2削減ポテンシャル

（ ー ）

2020年 2030年 2050年

①基礎・応用研究

②技術開発

③技術実証

④社会実装

⑤普及

パターン１

パターン２

パターン３

市場 / 導入規模

• 全体システム

• 化学的手法

‐触媒開発

‐反応器設計

‐排熱活用

【革新技術】

既存のメタンと同等コスト

‐40～50円/Nm3程度

廃棄物焼却施設等で

排出されるCO2を原料

再エネ由来の水素、火力発

電所等から回収したCO2を利

用した、燃料に使用可能なメ

タンを低コストで製造する技術

CO2分離回収技術の確立・普及

水素の安定的な供給
商用規模での実証

商用規模の1/150規模での

技術開発

現時点の

主な実施主体

（国内１））

1）NRI公表情報調べ、２）革新的環境イノベーション戦略（NEDO TSCで試算）【NRI調べ】

（出所）革新的環境イノベーション戦略、NEDO等公表資料よりNRI作成
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CO2を原料とするセメント製造プロセスの確立／CO2吸収型コンクリートの開発他

革新的環境イノベーションに向けた資金供給のあり方｜テーマ・技術の整理①マッピング｜セメント

企業：太平洋セメント、鹿島建設、

中国電力、デンカ等

約43億トン２）CO2削減ポテンシャル

2020年 2030年 2050年

①基礎・応用研究

②技術開発

③技術実証

④社会実装

⑤普及

4,595Mt３）

（2030年）

セメント生産量

（世界３））

パターン１

パターン２

パターン３

市場 / 導入規模

CO2を原料とするセメント製造プロセス

• セメント製造に適したCO2分離回収

技術

• 製造プロセス（炭酸塩化反応）

CO2吸収型コンクリート

• 現場打設手法に関する技術開発

• 鉄筋コンクリート部材での品質確保

技術開発

【革新技術】

5,094Mt３）

（2050年）

2030年度までに国内１割（３工場）に開発技術の導入

削減量10トン-CO2/日

（既存技術の500倍規模）

までスケールアップする実証事業

道路ブロック以外でも適用

既存製品と同等コスト

（ ー ）

適用分野の拡大

1）NRI公表情報調べ、２）革新的環境イノベーション戦略（NEDO TSCで試算）。３）IEA ETP2017. 【NRI調べ】

道路ブロックは既存製品

と同等コスト

【従来技術】

CO2吸収型コンクリート

（道路ブロック等（鉄筋なし））

現時点の

主な実施主体

（国内１））

（出所）革新的環境イノベーション戦略、NEDO等公表資料よりNRI作成
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分野間の連携による横断的省エネ技術の開発・利用拡大

革新的環境イノベーションに向けた資金供給のあり方｜テーマ・技術の整理①マッピング｜省エネ

企業：パナソニック、東レ、

シャープ、住友ベークライト等

約33億トン２）CO2削減ポテンシャル

（ ー ）

2020年 2030年 2050年

①基礎・応用研究

②技術開発

③技術実証

④社会実装

⑤普及

パターン１

パターン２

パターン３

市場 / 導入規模

【革新技術】

• 省エネルギー技術戦略の重要技術

‐IoT・AI活用省エネ製造プロセス

‐熱利用製造プロセス

‐電力需給の調整力技術

‐エネルギーマネジメント技術 等10分野

• 国内で2030年に0.26億トンの

CO2削減

• 原油換算で1,000万kl削減

• 更なる省エネ技術の社会実装

戦略的省エネルギー技術革新プログラム

‐インキュベーション研究開発：2年以内

‐実用化開発 ：3年以内

‐実証開発 ：3年以内

現時点の

主な実施主体

（国内１））

1）NRI公表情報調べ、２）革新的環境イノベーション戦略（経済産業省で試算） 【NRI調べ】

（出所）革新的環境イノベーション戦略、NEDO等公表資料よりNRI作成
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低コストな定置用燃料電池の開発

革新的環境イノベーションに向けた資金供給のあり方｜テーマ・技術の整理①マッピング｜定置用燃料電池

企業：パナソニック、MHPS、京セラ、

アイシン精機等

約60億トン２）CO2削減ポテンシャル

3兆円/年～３）

2020年 2030年 2050年

①基礎・応用研究

②技術開発

③技術実証

④社会実装

⑤普及

約３兆円３）

（2040年）

定置用燃料電池

（市場全体３））

パターン１

パターン２

パターン３

市場 / 導入規模

0.5兆円３）

（2035年）

【従来技術】

【家庭用】（2020年）

ユーザー負担額が7～8年で投資回

収可能な金額を実現

燃料電池（家庭用・業務産業用）

• 固体高分子形

• 固体酸化物形

【家庭用】 （2030年）

530万台の普及/ユーザー負担額が5年で

投資回収可能な金額を目指す

【革新技術】

• 低白金・非白金触媒（低コスト化）

• 電解質膜・セパレーター（高耐久化）

• 拡散層等（高効率化）

• セルスタック（耐久性向上）

【業務用】 （2025年）

低圧：50万円/kW

高圧：30万円/kW

【次世代業務・産業用燃料電池】

次世代型は最新鋭のガスタービンコンバインドサイクル

を超える発電効率65％超の実現を目指す

現時点の

主な実施主体

（国内１））

（出所）革新的環境イノベーション戦略、NEDO公表資料よりNR作成 1）NRI公表情報調べ、２）Hydrogen scaling up （Hydrogen Council, November 2017 ）運輸部門、産業部門、発電部門等での水素利用による削

減量。３）「燃料電池等利用の飛躍的拡大に向けた共通課題解決型産学官連携研究開発事業」基本計画（NEDO TSCで試算【NRI調べ】）
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未利用熱・再生可能エネルギー熱利用の拡大

革新的環境イノベーションに向けた資金供給のあり方｜テーマ・技術の整理①マッピング｜未利用熱・再生可能エネルギー熱

コンソーシアム：TherMAT

（熱利用技術開発に関わる企業が参加）

CO2削減ポテンシャル

（ ー ）

2020年 2030年 2050年

①基礎・応用研究

②技術開発

③技術実証

④社会実装

⑤普及

パターン１

パターン２

パターン３

市場 / 導入規模

• ヒートポンプ；熱電変換・熱交換関連技術

• 利用可能な熱の評価技術

• 掘削技術、掘削機器

• 断熱・遮熱・蓄熱技術

【革新技術】

• 2030 年ごろの社会実装

• 全体システムの最適化

• 更なる高効率化・低コスト化

• 担い手となる事業者の育成

約42億トン２）

熱需要

（世界３））

11,477 PJ/年３）

（2014年）
12,505 PJ/年３）

（2030年）

11,544 PJ/年３）

（2050年）

現時点の

主な実施主体

（国内１））

1）NRI公表情報調べ、２）革新的環境イノベーション戦略（NEDO TSCで試算）。３）IEA ETP2017. 【NRI調べ】

（出所）革新的環境イノベーション戦略、NEDO等公表資料よりNRI作成

【再生可能エネルギー熱】

• トータルコストを30％以上削減

• 投資回収年数8年以内

⇒空調・給湯等の既存技術に対して優位なコスト

【未利用熱】

• 産業、運輸、民生分野での実装を実現

• 波及効果

- 省エネ：年間600万kL/年

- CO2削減：1,700万 t

• 熱電変換モジュール市場は2025

年以降に1,000憶円（世界）
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温室効果の極めて低いグリーン冷媒の開発

革新的環境イノベーションに向けた資金供給のあり方｜テーマ・技術の整理①マッピング｜グリーン冷媒

約27億トン２）CO2削減ポテンシャル

2020年 2030年 2050年

①基礎・応用研究

②技術開発

③技術実証

④社会実装

⑤普及

（出所）革新的環境イノベーション戦略、NEDO公表資料よりNRI作成 1）NRI公表情報調べ、２）革新的環境イノベーション戦略（NEDO TSCで試算）。

３） IEA The future of cooling ただし、冷媒については空調以外の用途にも使用されているため需要はさらに大きいと思われる。 【NRI調べ】

19.3億台３）

（2020年）

累積空調数

（世界３) ）

パターン１

パターン２

パターン３

市場 / 導入規模

【革新技術】

企業：ダイキン等

大学：東京大学等

研究機関：産業総合研究所等 （ ー ）

冷媒及び冷凍空調機器製品の

市場投入（2026年）

国内普及（2029年）

2040年代には途上国にも日本

の技術を普及

29.9億台３）

（2030年）

55.8億台３）

（2020年）

• 次世代冷媒のリスク評価手法の確立

• 新冷媒及び冷媒特性を踏まえた高効
率冷凍空調技術の開発

現時点の

主な実施主体

（国内１））
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技術の社会実装の加速化（スマートシティの実現）

革新的環境イノベーションに向けた資金供給のあり方｜テーマ・技術の整理①マッピング｜スマートシティ

（－）
（ ー ）CO2削減ポテンシャル

（ ー ）

2020年 2030年 2050年

①基礎・応用研究

②技術開発

③技術実証

④社会実装

⑤普及

（出所）革新的環境イノベーション戦略、NEDO公表資料よりNRI作成

約19兆円１）

（2020年）
IoT/M2M市場

（世界１））

パターン１

パターン２

パターン３

市場 / 導入規模

• スマートシティを構成する技術

‐スマート共通アーキテクチャー

‐分散型電源、制御システム

‐Maas、スマート・プランニング

‐各種ツール群

【従来技術】

国際標準化の検討

共通アーキテクチャの構築

各地域におけるITシステム開発の促進

現時点の

主な実施主体

（国内１））

1）総務省「スマートIoT推進戦略」 【NRI調べ】
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シェアリングエコノミー／テレワーク、働き方改革、行動変容等の促進

革新的環境イノベーションに向けた資金供給のあり方｜テーマ・技術の整理①マッピング｜シェアリング

約49億トン２）CO2削減ポテンシャル

約35兆円～

2020年 2030年 2050年

①基礎・応用研究

②技術開発

③技術実証

④社会実装

⑤普及

（出所）革新的環境イノベーション戦略、NEDO公表資料よりNRI作成 1）NRI公表情報調べ、２）革新的環境イノベーション戦略（NEDO TSCで試算）３） PwC Sharing Economyの金額を日本円に換算（1$=110円）

【NRI調べ】

約35兆円３）

（2025年）

シェアリングエコノミー

（世界３））

パターン１

パターン２

パターン３

市場 / 導入規模

• IT利用によるシェアアリング

• ネットワーク環境の利便性向上

• ナッジ等の行動科学の知見応用

• ブロックチェーン技術の応用

【従来技術】

（－）

2050年までに可能な、地域・企業等で

カーボンニューラル、レジリエント、かつ快適

な地域と暮らしの実現

個人、家庭及び地域レベルでの

意識改革とアクションを進める

環境配慮行動や再エネ環境価値取引等のアクテビティ自体の

低コスト化、高効率化や取引市場参加者の拡大を図る

現時点の

主な実施主体

（国内１））
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気候変動メカニズムの解明／予測精度向上、観測を含む調査研究、情報基盤強化

革新的環境イノベーションに向けた資金供給のあり方｜テーマ・技術の整理①マッピング｜科学的知見の充実

CO2削減ポテンシャル

2020年 2030年 2050年

①基礎・応用研究

②技術開発

③技術実証

④社会実装

⑤普及

（出所）革新的環境イノベーション戦略、NEDO公表資料よりNRI作成

パターン１

パターン２

パターン３

市場 / 導入規模
国立環境研究所等

（ ー ）

（ ー ）

• 吸収源・排出源の見える化

• 気候変動メカニズムの解明、

予測情報の高精度化

• 各技術のGHG排出量等の試算・課題検討

• 情報基盤の強化

【革新技術】

• GHG排出量の評価等を通じて、

効果検証や効果的な技術の抽出に貢献

• 観測・予測データの活用により、再生可能エネルギーマネ

ジメント、気候変動リスクマネジメント等に貢献

国際的な枠組み
継続的な更新

現時点の

主な実施主体

（国内１））

1）NRI公表情報調べ
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ゲノム編集等バイオテクノロジーの応用

革新的環境イノベーションに向けた資金供給のあり方｜テーマ・技術の整理①マッピング｜CO2吸収植物

CO2削減ポテンシャル

2020年 2030年 2050年

①基礎・応用研究

②技術開発

③技術実証

④社会実装

⑤普及

（出所）革新的環境イノベーション戦略、NEDO公表資料よりNRI作成

バイオテクノロジーを用

いた工業関連市場

（世界２））

パターン１

パターン２

パターン３

市場 / 導入規模

神戸大学、埼玉大学、京都大学、

広島大学、Sopros、Algae

Cultivate Engineering 等

約40億トン２）

７兆円～２）

• 植物の活用促進技術

• 候補微生物・植物の探索・徳性評

価技術

• 新バイオマスの栽培・増産技術

• カスケード・リサイクル利用技術

【革新技術】

2030年時に85.8kl相当の

原油削減

獲得市場目標：7兆円

遺伝子改変された植物・微生物の

封じ込め技術

70兆円２）

（2030年）

微生物や植物の安定生産

産業持続可能なコスト

現時点の

主な実施主体

（国内１））

1）NRI公表情報調べ、２）革新的環境イノベーション戦略（農林水産省で試算） 【NRI調べ】
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バイオマスによる原料転換技術の開発

革新的環境イノベーションに向けた資金供給のあり方｜テーマ・技術の整理①マッピング｜バイオマスによる原料転換技術

企業：日本製紙、大王製紙等

ベンチャー：Green Earth Institute等

大学：京都大学、広島大学 等

約6.7億トン２）CO2削減ポテンシャル

2020年 2030年 2050年

①基礎・応用研究

②技術開発

③技術実証

④社会実装

⑤普及

（出所）革新的環境イノベーション戦略、NEDO公表資料よりNRI作成

パターン１

パターン２

パターン３

市場 / 導入規模

• 一部先行しているリグニン、セ

ルロースナノファイバ―の利用

（一部先行している項目）

【革新技術】

• 高機能素材の利用

• 新規材料の探索

• バイオマス増産手法

• 効果的な酵素・公募生産手法

【革新技術】

70兆円２）

（2030年）

先行して実証段階や社会実装を

一部技術で実施
セルノースナノファイバ―は、2030年度末で

500円/kg以下を目指す

CO2削減は373万トン/年を目指す

（ ー ）

サプライチェーンの構築

（原料調達、販路等の確保）

量産化技術の確立

高効率。低コスト化の実現

産業持続可能なコストでの社会実装

現時点の

主な実施主体

（国内１））

1）NRI公表情報調べ、２）革新的環境イノベーション戦略（NEDO TSCで試算）【NRI調べ】

バイオテクノロジーを用

いた工業関連市場

（世界２））
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バイオ炭活用による農地炭素貯留の実現

革新的環境イノベーションに向けた資金供給のあり方｜テーマ・技術の整理①マッピング｜バイオ

農研機構等、研究機関、大学企業

等との共同体制

約22億トン２）CO2削減ポテンシャル

2020年 2030年 2050年

①基礎・応用研究

②技術開発

③技術実証

④社会実装

⑤普及

パターン１

パターン２

パターン３

市場 / 導入規模

バイオ炭の利用量を

現在の３倍に増加

• 各種バイオ炭の特性評価

• 農地投入の影響評価

• 堆肥からのN2O抑制効果の検証

• バイオ炭供給技術

【革新技術】

産業持続可能なコスト

技術指導による国際協力

炭素貯留の可視化

農地での実証

バイオ炭の規格整備

（ ー ）

現時点の

主な実施主体

（国内１））

（出所）革新的環境イノベーション戦略等公表資料よりNRI作成

1）NRI公表情報調べ、２）革新的環境イノベーション戦略（農林水産省で試算）【NRI調べ】
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高層建築物等の木造化やバイオマス由来素材の利用による炭素貯留

革新的環境イノベーションに向けた資金供給のあり方｜テーマ・技術の整理①マッピング｜バイオ

企業：住友林業、三菱地所
約3.5億トン２）CO2削減ポテンシャル

2020年 2030年 2050年

①基礎・応用研究

②技術開発

③技術実証

④社会実装

⑤普及

（出所）革新的環境イノベーション戦略等公表資料よりNRI作成

パターン１

パターン２

パターン３

市場 / 導入規模

• CLT等木材を活用した材料

• 高層ハイブリッド木造建築

（６～11階）

【従来技術】

• 構造物の設計、材料規格の開発

• 大型木造・混構造建築物の設計

施工技術の開発

• 規格適合樹種選定、加工法開発

• 大規模構造物緑化技術の開発

【革新技術】
改質リグニン、CNF等を利用した高機能材料の開発

耐火に関する技術の向上

CLTの利用促進

木材と鉄鋼のハイブリッド構造物の進展

（低い階層の建物から高層建築物）

高層建築物等の木材化を実現

（ ー ）

現時点の

主な実施主体

（国内１））

1）NRI公表情報調べ、２）革新的環境イノベーション戦略（経済産業省で試算）【NRI調べ】
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スマート林業の推進、早生樹・エリートツリーの開発・普及

革新的環境イノベーションに向けた資金供給のあり方｜テーマ・技術の整理①マッピング｜バイオ

企業：住友林業等

その他：各地域の林業組合や協議

会等

約38億トン２）CO2削減ポテンシャル

2020年 2030年 2050年

①基礎・応用研究

②技術開発

③技術実証

④社会実装

⑤普及

（出所）革新的環境イノベーション戦略等公表資料よりNRI作成

パターン１

パターン２

パターン３

市場 / 導入規模 （ ー ）

• 早生樹の優良系統の探索・選抜

• ゲノム育種での品種開発

• 早生樹の造林法確立

【革新技術】

• スマート林業技術

【従来技術】
優良品種やエリートツリーの開発

造林技術の確立

2030年度には、CO2 2,782万トン

の吸収を目標

情報共有システムによる高度化

ロボット技術の活用

国産材の利用促進策の普及

既存技術と同等のコストを目指す

現時点の

主な実施主体

（国内１））

1）NRI公表情報調べ、２）国連環境計画（UNEP）The Emissions Gap Report 2015 【NRI調べ】
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ブルーカーボン（海洋生態系による炭素貯留）の追求

革新的環境イノベーションに向けた資金供給のあり方｜テーマ・技術の整理①マッピング｜バイオ

企業：電源開発、日本製鉄

NPOや漁業協同組合等とも連携

約9億トン~ ２）CO2削減ポテンシャル

2020年 2030年 2050年

①基礎・応用研究

②技術開発

③技術実証

④社会実装

⑤普及

（出所）革新的環境イノベーション戦略等公表資料よりNRI作成

71万トン/年３）

（2013年）
83万トン/年３）

（2030年）

ブルーカーボン

（日本３））

パターン１

パターン２

パターン３

市場 / 導入規模

• 藻場タイプ別の、ブルーカーボン評価

手法を開発

• IPCCのガイドラインに登録するための

炭素吸収量の測定データを整備

• 全国で二酸化炭素吸収と生態系

保全機能を併せ持つ藻場の形成・

拡大を進め、吸収源としての機能を

２割増加
• 海域毎の適正海藻類等の選定

• 藻場・干潟の造成・再生・保全技術

の開発

• ブルーカーボンの評価手法の開発

【革新技術】

（ ー ）

水和固化体など、海洋藻類の

付着・促進を促す技術の実証

現時点の

主な実施主体

（国内１））

1）NRI公表情報調べ、２）革新的環境イノベーション戦略（経済産業省で試算）、３）ブルーカーボン研究会【NRI調べ】
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イネ品種 、家畜系統育、及び農地 、家畜の最適管理技術の開発

革新的環境イノベーションに向けた資金供給のあり方｜テーマ・技術の整理①マッピング｜農畜産業

企業：ニチレイ等

その他農研機構等研究機関、自治

体が共同した実施体制

約17億トン２）CO2削減ポテンシャル

2020年 2030年 2050年

①基礎・応用研究

②技術開発

③技術実証

④社会実装

⑤普及

（出所）革新的環境イノベーション戦略等公表資料よりNRI作成

パターン１

パターン２

パターン３

市場 / 導入規模

2030年度削減目標：

メタン 64～243万トン （国内）

一酸化二窒素 10.2万トン（国内）

• メタン関連遺伝子の特定

• ゲノム編集等による低メタン稲品種

の開発

• 低メタン・低N2O家畜飼養管理方

法の開発

• GHG可視化技術の開発

【革新技術】

クレジット制度の活用

（GHG排出量の可視化）

既存の資材や管理技術と同等価格

を目指す

東アジアや東南アジア等への

海外展開による普及・拡大

（ ー ）

現時点の

主な実施主体

（国内１））

1）NRI公表情報調べ、２）革新的環境イノベーション戦略（農林水産省で試算）【NRI調べ】
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農山漁村に適した地産地消型エネルギーシステム構築

革新的環境イノベーションに向けた資金供給のあり方｜テーマ・技術の整理①マッピング｜農畜産業

企業：日立製作所、富士電機、

NTTファシリティーズ等

その他、NPOや協同組合等

約10億トン２）CO2削減ポテンシャル

2020年 2030年 2050年

①基礎・応用研究

②技術開発

③技術実証

④社会実装

⑤普及

（出所）革新的環境イノベーション戦略等公表資料よりNRI作成

パターン１

パターン２

パターン３

市場 / 導入規模 （ ー ）

• 小水力の安定的発電技術

• 再エネ熱の安定的採熱・利活用技術

• 再エネによる環境制御型施設園芸

• 営農型太陽光発電における安定生

産条件の解明

• 複数の再エネ技術を組み合わせた地

域システム

【従来技術】

• 2018年度までに100以上の地区で、再エネ発電のメ

リットを活用して地域の農林漁業の発展を図ることが

目標であった

• 2020年までに農業水利施設を活用した小水力発電

電力量のかんがい排水に用いる電力量に占める割合

を3割以上とする

蓄電池、再エネ水素製造・供給、

燃料電池の低コスト化

VPP技術の発展

農山漁村のRE100の実現

現時点の

主な実施主体

（国内１））

1）NRI公表情報調べ、２）革新的環境イノベーション戦略（農林水産省で試算）【NRI調べ】
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農林業機械・漁船の電化、燃料電池化、作業最適化等による燃料や資材の削減

革新的環境イノベーションに向けた資金供給のあり方｜テーマ・技術の整理①マッピング｜農畜産業

企業：ヤマハ発動機、クボタ、

ヤンマー等

その他公的研究機関、大学等

約6億トン~ ２）CO2削減ポテンシャル

2020年 2030年 2050年

①基礎・応用研究

②技術開発

③技術実証

④社会実装

⑤普及

（出所）革新的環境イノベーション戦略等公表資料よりNRI作成

パターン１

パターン２

パターン３

市場 / 導入規模

2030年度削減目標（国内）：

施設園芸 124万トン

農業機械 0.13万トン

漁船 16.2万トン

漁船は、全漁船の29.7%を省エネルギー型漁船へ

転換することを目標

• データ駆動型環境・作業管理技術

• 低負荷納期等の電化

• 電化漁船の効率改善

• 高負荷農機等の燃料電池化

• 沖合漁船等の燃料電池化

• FC船・農機の製品試作か

【革新技術】

（ ー ）

水素燃料の供給

生産プロセスで発生する

GHGゼロを目指す

現時点の

主な実施主体

（国内１））

1）NRI公表情報調べ、２）革新的環境イノベーション戦略（農林水産省で試算）【NRI調べ】
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DAC（Direct Air Capture ）技術の追求

革新的環境イノベーションに向けた資金供給のあり方｜テーマ・技術の整理①マッピング｜大気中のCO2の回収

地球環境産業技術研究機構

東ソー

約80億トン２）CO2削減ポテンシャル

2020年 2030年 2050年

①基礎・応用研究

②技術開発

③技術実証

④社会実装

⑤普及

（出所）革新的環境イノベーション戦略、NEDO公表資料より作成

パターン１

パターン２

パターン３

市場 / 導入規模 （ ー ）

• 低濃度CO2分離回収技術

‐新たな分離膜

‐新たな化学吸収材

【革新技術】

2050年までに需要可能なコストで、

ネガティブエミッションを実現する

技術を確立（2050年以降、市

場への導入拡大）

やむなく大気中に排出された

CO2を分離回収し、利用、固定化

カーボンリサイクルによるCO2利用拡大

ネガティブエミッションとするため、

再生可能エネルギーとの

組合せによるシステム化

CCUSでのCO2回収規模：

80億トンの内数

現時点の

主な実施主体

（国内１））

1）NRI公表情報調べ、２）革新的環境イノベーション戦略（NEDO TSCで試算）。No.12のCCUSを含む値 【NRI調べ】



54Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

検討の進め方01

テーマ・技術の整理｜①マッピング02

テーマ・技術の整理｜②有望性評価03
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有望性評価によるテーマ特定の考え方及び特定方法

革新的環境イノベーションに向けた資金供給のあり方｜テーマ・技術の整理②有望性評価

 有望性評価によるテーマ特定の方向性

 CO2削減への貢献が大きい

 テーマの社会実装・普及がもたらす経済効果が大きい

 日本が関連する技術に国際的な強みを有する

環境性

経済性

国際競争

技術性

指標の大項目

 有望性評価によるテーマの特定方法

 オプション１：１つの結果として絞り込みはせずに、評価指標ごとの結果のみを示す

 オプション２：複数の評価指標ごとの評価をまとめ、１つの結果として有望性評価結果を示す

オプション２

テーマ 評価指標１ 評価指標２ 合計・・・

テーマA

テーマB

テーマC

・
・
・

１

１

０

０

１

０

５

６

３

・
・
・

・
・
・

・
・
・

合計で結果を示す

オプション１

テーマ 評価指標１ 評価指標２ ・・・

テーマA

テーマB

テーマC

・
・
・

１

１

０

０

１

０

・
・
・

・
・
・

評価指標（/評価軸）ごとの結果のみを示す
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有望性評価における評価軸・評価指標

革新的環境イノベーションに向けた資金供給のあり方｜テーマ・技術の整理②有望性評価

環境性

経済性

技術性

国際競争力

CO2削減ポテンシャル

対象産業のCO2削減難易度

市場等の大きさ

技術の重要性

日本の国際競争力

評価軸 評価指標

革新的技術が普及することで世界で削減されるGHG削減量は大きいか

CO2削減が困難と思われている産業のCO2削減に寄与するか

対象とする産業、あるいは関連する技術の市場規模等が大きいか

対象テーマの確立が他テーマや技術の確立、普及の条件になっている等影響があるか

対象テーマや関連する技術に日本が国際的な強みを有するか
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評価方法｜環境性

革新的環境イノベーションに向けた資金供給のあり方｜テーマ・技術の整理②有望性評価

 環境性では、「CO2削減ポテンシャル」と「対象産業のCO2削減難易度」の２つの評価指標で評価を行う

 以下の３つの方法で実施する

属性

CO2削減ポテンシャル

対象産業のCO2削減

の難易度

• 直接CO2削減に資するテーマと、そのテーマを支えるテー

マに分類を行う

• 分類は、革新的環境インベーション戦略を踏まえ、事務

局にて判断

• 革新的環境イノベーション戦略で記載されているCO2削

減ポテンシャルで評価

• 上位15テーマを絞り込む

• CO2削減が困難と思われるエネルギー最終需要部門

（産業、輸送、業務）を該当すると判断

直接CO2削減に資するテーマ

直接CO2削減に資するテーマを

支えるテーマ（※）

直接CO2削減に資するテーマ

上位15テーマ

上位15テーマ以外

＋1点該当となるテーマ

該当しないテーマ

有望性高

＋

※直接CO2削減に資するテーマを支えるテーマについては、有望性が高いと評価されているテーマを支えるテーマについては、有望性が高いとする。

評価指標 評価方法 評価結果



58Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

評価方法｜経済性・技術性

革新的環境イノベーションに向けた資金供給のあり方｜テーマ・技術の整理②有望性評価

市場等の大きさ

技術の重要性

• 既存の試算されている関連産業や製品の市場規模を

整理。あるいは想定される導入量等から試算

• 上位15テーマを絞り込む

• 他の革新的技術の開発や普及に影響を及ぼす技術と

革新的環境イノベーション戦略等から読めるものを該当

と判断

上位15テーマ

上位15テーマ以外

該当となるテーマ

該当しないテーマ

経
済
性

技
術
性

 経済性については、対象テーマに関連する産業や技術の市場規模を基に評価

 技術性については、他のテーマへの影響を踏まえ、事務局で評価

評価指標 評価方法 評価結果

有望性高

有望性高
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評価方法｜国際競争力

革新的環境イノベーションに向けた資金供給のあり方｜テーマ・技術の整理②有望性評価

 国際競争力については、既存の国際競争力と将来の国際競争力を踏まえて総合的に判断する

 具体的には以下の方法で評価する

関連商品の市場シェア

特許数

総合的な評価

定性情報

• 既存の関連する製品等の市場シェアをNEDOのレポート等を参照して評価

＋

＋

• 関連テーマや製品に関する日本国籍の特許の割合等を参照して評価

• 既存の日本企業等のシェア動向や、周辺環境について整理

• 上記情報を踏まえ、現在も国際競争力を有し、将来的にもその国際競争

力を発揮できると想定されるテーマを高く評価

現在の国際競争力

将来の国際競争力

周辺環境動向

評価指標 評価方法
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オプション２における有望性評価のアプローチ

革新的環境イノベーションに向けた資金供給のあり方｜テーマ・技術の整理②有望性評価

 有望性評価について２つのアプローチを検討している

 アプローチ１：STPE1｜CO2削減ポテンシャルで評価 + STEP２｜その他の観点で評価

 アプローチ２：STEP2｜その他の観点で評価

※CO2削減ポテンシャルについては、革新的環境イノベーション戦略において、技術テーマを特定した際にすでに実施との整理

STEP１｜CO2削減ポテンシャルで評価 STEP２｜その他の観点で評価

直接CO2削減に資する

テーマ

直接CO2削減に資する

テーマを支えるテーマ

上位15テーマ

上記テーマを支えるテーマ

対象産業のCO2削減難易度

市場等の大きさ

技術の重要性

日本の国際競争力

有望性高い

（1.5点以上）




